【理事会議事録参考例】

社会福祉法人○○会　第○回理事会議事録

１ 招集年月日　 令和○年○月○日　（留２４）　

２　開催日時　　 令和○年○月○日（○曜日）　午後○時○分から午後○時○分まで　（留２５）

３　開催場所　 　社会福祉法人○○会法人本部　会議室

[bookmark: _Hlk899939]４　出席者　　　　（理事総数　　　 ６名）　（留２６）
理事    　　  ５名　　○○○○　○○○○　○○○○　○○○○　○○○○　
監事　　　　　  １名　　○○○○　
職員等出席者　　３名　 事務局長　○○○○　
（留２７）　　　　　　　 特別養護老人ホーム○○施設長　○○○○
○○保育園園長　○○○○

[bookmark: _Hlk899964]５　欠席者　　　理事　　　1名　　○○○○　　　　監事　　　1名　　○○○○　　（留２８）

[bookmark: _Hlk899981]６　議長　（留２９） 
[bookmark: _Hlk899991]　理事長　○○○○

[bookmark: _Hlk900047]７  議事録の作成に係る職務を行った理事　　理事長　○○○○　（留３０） 

[bookmark: _Hlk900035]８　決議に特別の利害関係を有する理事　 該当者なし　（留３１） 

[bookmark: _Hlk900082]９　議題　（留３２）
（１）決議事項
　　　第１号議案　令和○年度事業報告及び令和○年度計算書類等の承認の件
　　　第２号議案　次期役員候補者の件
第３号議案　役員の報酬額（案）及び役員等報酬規程改正（案）の件
　　　第４号議案　定款変更の件
　　　第５号議案　定時評議員会の招集の件
（２）報告事項
　　　理事長及び常務理事の職務執行状況の報告

１０　理事会の議事の経過の要領及びその結果
[bookmark: _Hlk900221]定刻、理事総数６名のところ、５名の出席により、本日の理事会が定款に定める定足数を満たし理事会が有効に成立していることを確認後、○○事務局長が開会を告げた。○○理事長の挨拶の後、出席理事の互選により議長の選出を行い、〇〇理事長が議長に選出された。
また、事務局より、理事会の招集通知において、決議事項に特別の利害関係を有する理事が存するかを確認した結果、本日の議案について該当する理事はいない旨が報告された。
　　　　
理事長挨拶　○○○○○○

（1） 第１号議案　令和○年度事業報告及び令和○年度計算書類等の承認の件　(留１０）（留３３）

　　令和○年度事業報告書（案）及び令和○年度決算報告書（計算書類・財産目録・附属明細書）（案）について、○○常務理事及び事務局から説明があった。また、○○監事から、監査報告に当たり、監事全員の意見が一致していることの説明があった上で、監査報告書に基づき、監事監査の結果について報告があった。（留３４）
　
　　　○○議長　　それでは、本件に関しご意見、ご質問等はございませんか。
○○理事　　○○○○○○○○○○○○
○○理事長　○○○○○○○○○○○○
○○監事　　　○○○○○○○○○○○○
　 
○○議長　　その他にご意見、ご質問等はございませんか。ないようでしたら、お諮りしたいと存じます。第１号議案について、承認の方は挙手をお願いします。（全員挙手）
○○議長　　全員挙手ですので、第１号議案は、出席理事全員の賛成をもって原案どおり可決承認されました。　（留３５）（留３６）　

（２）第２号議案　次期役員候補者の件 （留１６）　（留３７）

　　事務局より、定時評議員会の終結をもって役員全員が任期満了になること、理事会が提案する役員候補者の名簿を定時評議員会に提出したいこと及び各候補者の略歴等について、議案資料「次期役員候補者名簿（案）」に基づき説明があった。なお、理事５名と監事２名を重任とし、理事１名を新任の候補者としたことも説明がなされた。
　また、事務局より、監事の選任に関する議案については現監事の過半数の同意が必要とされている旨及び全監事より、議案資料の監事候補者に同意する旨の書面を取り受けている旨の説明があった。
　　　
○○議長　　それでは、本件に関しご意見、ご質問等はございませんか。
○○理事　　○○○○○○○○○○○○
○○理事長　○○○○○○○○○○○○

　　 ○○議長　　その他にご意見、ご質問等はございませんか。ないようでしたら、お諮りしたいと存じます。
第２号議案について、承認の方は挙手をお願いします。（全員挙手）
　 　○○議長　　全員挙手ですので、第２号議案は、出席理事全員の賛成をもって原案どおり可決承認されました。

（３）第３号議案　役員の報酬額（案）及び役員等報酬規程改正（案）の件　（留１７） 

　事務局より、評議員会に諮る議案として、「理事及び監事の報酬総額（案）」及び「役員等報酬規程改正（案）」の説明があった。　

○○議長　　  それでは、本件に関しご意見、ご質問等はございませんか。
[bookmark: _Hlk900737]○○理事　　  ○○○○○○○○○○○○
○○理事長　 ○○○○○○○○○○○○
○○議長　　  その他にご意見、ご質問等はございませんか。ないようでしたら、お諮りしたいと存じます。
第３号議案について、承認の方は挙手をお願いします。（全員挙手）　　
○○議長　　  全員挙手ですので、第3号議案は、出席理事全員の賛成をもって原案どおり可決承認されました。

（４）第４号議案　定款変更の件　（留１８）

　　　　事務局より、評議員会に諮る議案として、令和○年○月○日の第○回理事会において承認された新規事業の「小規模多機能型居宅介護事業の経営」を、定款第１条（２）第二種社会福祉事業に追加する旨の定款変更について説明があった。　

変更後の定款
（目的）
第１条　この社会福祉法人（以下「法人」という。）は、多様な福祉サービスがその利用者の意向を尊重して総合的に提供されるよう創意工夫することにより、利用者が、個人の尊厳を保持しつつ、心身ともに健やかに育成され、又はその有する能力に応じ自立した生活を地域社会において営むことができるよう支援することを目的として、次の社会福祉事業を行う。
（１）第１種社会福祉事業
（イ）障害児入所施設の経営
[bookmark: _Hlk535054204]（ロ）特別養護老人ホームの経営
（ハ）障害者支援施設の経営
（２）第２種社会福祉事業
（イ）老人デイサービス事業の経営
（ロ）老人介護支援センターの経営
（ハ）保育所の経営
（ニ）障害福祉サービス事業の経営
（ホ）相談支援事業の経営
（ヘ）移動支援事業の経営
（ト）地域活動支援センターの経営
（チ）福祉ホームの経営
（リ）小規模多機能型居宅介護事業の経営

○○議長　　 それでは、本件に関しご意見、ご質問等はございませんか。
○○理事　　 ○○○○○○○○○○○○
○○理事長　○○○○○○○○○○○○
○○議長　  その他にご意見、ご質問等はございませんか。ないようでしたら、お諮りしたいと存じます。
第４号議案について、承認の方は挙手をお願いします。（全員挙手）　
　　 ○○議長　　 全員挙手ですので、第４号議案は、出席理事全員の賛成をもって原案どおり可決承認されました。

（５）第５号議案　定時評議員会の招集の件 （留３８）　　
事務局より、事務局案として、評議員会を下記のとおり開催したい旨の説明があった。
　　　
　　　　日時　令和○年○月○日（○曜日）　○時○分から○時○分まで（予定）
　　　　場所　○○県○○市○○一丁目２番３号　社会福祉法人○○会法人本部　会議室
　　　　議題　報告事項
（１）令和○年度事業報告の件
　　　　　　　 決議事項
（１）令和○年度計算書類・財産目録の承認の件
　　　　　　 　（２）理事６名及び監事２名の選任の件
　　　　　　 　（３）役員の報酬額決定及び役員等報酬規程の改正の承認の件
　　　　　　 　（４）定款変更の承認の件
　　議案の概要　本理事会の第１号議案（事業報告書及び計算書類及び財産目録の部分に限る。）、
第２号議案、第３号議案及び第４号議案のとおり

○○議長　　それでは、本件に関しご意見、ご質問等はございませんか。
[bookmark: _Hlk900677]○○理事　　 ○○○○○○○○○○○○
○○理事長　○○○○○○○○○○○○
○○議長　  その他にご意見、ご質問等はございませんか。ないようでしたら、お諮りしたいと存じます。
第５号議案について、承認の方は挙手をお願いします。（全員挙手）　
　 　○○議長　　全員挙手ですので、第５号議案は、出席理事全員の賛成をもって原案どおり可決承認されました。

（６）理事長及び常務理事の職務執行状況の報告　（留３９）

[bookmark: _Hlk900538]理事会への報告事項として、別紙「職務執行状況報告書」に基づき、○○理事長及び○○常務理事から、それぞれの担当職務の執行状況について説明があった。
○○議長　　職務執行状況の報告につきまして、ご意見、ご質問等はございませんか。
[bookmark: _Hlk900643]○○理事　　○○○○○○○○○○○○
○○議長　その他にご意見、ご質問等はございませんか。よろしいでしょうか。それでは、報告事項につきましては、理事会として了承されたものとさせていただきます。

○○議長　本日の議題は全て終了しました。これをもちまして、本日の理事会を閉会させていただきたいと存じます。本日はありがとうございました。

[bookmark: _Hlk534381670]ここに議事の経過の要領およびその結果を記載し、理事長及び監事は次のとおり記名押印する。


令和○年○月○日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社会福祉法人○○会

[bookmark: _Hlk534381605]議事録署名人　（留４０）　　　　　　

（留２３）　　理事長　○○○○　㊞

監事　○○○○　㊞

監事　○○○○　㊞
[bookmark: _Hlk900487]「議案資料」
（1） 決議事項
　第２号議案「次期役員候補者の件」資料

社会福祉法人○○会　「次期役員候補者名簿（案）」
（理事）
	
	氏名
	生年月日
	住　所
	職　業
・
所属等
	理事要件の区分別該当状況　（注１）
	各理事と親族等特殊関係にある者の有無
	備考
	改選区分

	理事
	Ａ
	S○．○．○
	○○○○
	○○㈱会長
	経営識見
	　有　・　無
	Ｅの兄
	再任

	理事
	Ｂ
	S○．○．○
	○○○○
	－
	経営識見
	　有　・　無
	
	再任

	理事
	Ｃ
	S○．○．○
	○○○○
	民生委員
	福祉実情
	　有　・　無
	
	再任

	理事
	Ｄ
	S○．○．○
	○○○○
	当法人○○園園長
	管理者
	　有　・　無
	
	再任

	理事
	Ｅ
	S○．○．○
	○○○○
	当法人○○苑施設長
	管理者
	　有　・　無
	Ａの弟
	新任

	理事
	Ｆ
	S○．○．○
	○○○○
	－
	福祉実情
	　有　・　無
	
	新任


全候補者が欠格条項、暴力団員等反社会的勢力の者に該当しないこと及び各理事と特殊の関係にある者が社会福祉法第４４条第６項に定める上限を超えて含まれていないことを確認済み
（※１）「理事要件の区分別該当状況」
「経営識見」・・・ 社会福祉事業の経営に関する識見を有する者
「福祉実情」・・・ 法人が行う事業の区域における福祉に関する実情に通じている者
「管理者」  ・・・ 施設の管理者

（監事）
	
	氏名
	生年月日
	住　所
	職業
	　監事要件の区分別該当状況　（注２）
	備考
	改選区分

	監事
	Ｇ
	S○．○．○
	○○○○
	
	事業識見
	
	再任

	監事
	Ｈ
	S○．○．○
	○○○○
	税理士
	財務識見
	
	再任


全候補者が欠格条項、暴力団員等反社会的勢力の者に該当しないこと、理事又は職員を兼ねていないこと及び各役員と社会福祉法第４４条第７項に定める特殊の関係にある者が含まれていないことを確認済
（※２）「監事要件の区分別該当状況」
「事業識見」・・・　社会福祉事業について識見を有する者
「財務識見」・・・　財務管理について識見を有する者

「議案資料」
（報告事項「理事及び常務理事の職務執行状況の報告」資料　


令和　　年　　月　　日

（報告者）　　　　　　　
社会福祉法人○○○○○
理事長　　○○　○○　
常務理事　○○　○○　

職務執行状況報告書

　社会福祉法第４５条の１６第３項の規定に基づき、理事長及び常務理事の自己の職務の執行状況について、下記のとおり報告いたします。

記

１　６月の決算理事会以降、理事会を次の日程で開催した。
	令和○○年○○月○○日
	令和○○年度第１回理事会（決算理事会）

	令和○○年○○月○○日
	令和○○年度第２回理事会（臨時理事会）

	令和○○年○○月○○日
	令和○○年度第３回理事会

	令和○○年○○月○○日
	令和○○年度第４回理事会

	令和○○年○○月○○日
	令和○○年度第５回理事会

	令和○○年○○月○○日
	令和○○年度第６回理事会



２　理事長専決事項については次のとおりです。
　(1) ○○○契約について
　　　空調機入れ替え工事にかかる契約について、入札の結果、令和○○年○○月○○日に（業者名）と1,534,000円で契約した。
　(2) 寄付金の受入れについて
	令和○○年○○月○○日
	(株)○○
	30,000円

	令和○○年○○月○○日
	○○様
	3,000円

	令和○○年○○月○○日
	△△様
	5,000円


　　　
	理事長専決の例（定款例第24条）
1. 施設長等の任免その他重要な人事を除く職員の任免。
2. 職員の日常の労務管理・福利厚生に関すること。
3. 債権の免除・効力の変更のうち、当該処分が法人に有利であると認められるもの、その他やむを得ない特別の理由があると認められるもの。ただし、法人運営に重大な影響があるものを除く。
4. 設備資金の借入に係る契約であって予算の範囲内のもの。
5. 建設工事請負や物品納入等の契約のうち次のような軽微なもの。
(1) 日常的に消費する給食材料、消耗品等の日々の購入
(2) 施設設備の保守管理、物品の修理等
(3) 緊急を有する物品の購入等
6. 基本財産以外の固定資産の取得及び改良等のための支出並びにこれらの処分。ただし、法人運営に重大な影響があるものを除く。
7. 損傷その他の理由により不要となった物品又は修理を加えても使用に耐えないと認められる物品の売却又は廃棄。ただし、法人運営に重大な影響があるものを除く。
8. 予算上の予備費の支出。
9. 入所者・利用者の日常の処遇に関すること。
10. 入所者の預り金の日常の管理に関すること。
11. 寄附金の受け入れに関する決定。ただし、法人の運営に重大な影響のあるものを除く。



３　重要な決定事項は次のとおりです。
(1) 職員給与規程の改正
最低賃金の改正により給与規程及び関係規程等を改正することを検討することとした。（１２月実施予定）
(2) 自主事業について
自主事業を積極的に行うよう毎月１回程度の事業を計画し実施した。
(3) 補正予算について
事業計画に変更がないことから、半期決算報告時には収入見込みも含め補正予算を行わずに、１２月前に勘定科目の調整を行うこととした。
(4) 第２期第２回理事会議案書の調整
半期の事業の成果、地域情報センター行動計画、事業継続計画等の議案を調整
以　上

＜報告事項の例＞
○　事業報告（四半期・半期）
○　重要な契約の契約結果
○　理事長が専決した契約の内容
○　事業運営上生じた重要事項
○　重要な決議事項の経過
○　指導監査における指摘事項
○　その他理事会から報告を求められた事項　　等

（留意事項）

（留２４）「理事会の招集」について

★「招集年月日」の議事録への記載は必須ではありません。
（１）招集年月日
「招集日は招集通知書の日付（発出日）です。」　
・招集年月日は、招集通知書の年月日になります。
・招集年月日は、議事録に必ず記載しなければならない事項（規則第２条の１７第３項）ではありませんが、招集通知が適法に発せられたことを議事録でも明確にしておくことが望ましいと思われるので、本文例では記載しています。

（２）招集権者
「理事会の招集権限は各理事にありますが、定款の定め等で、特定の理事（理事長）を招集権者とすることができます。」
・理事会は、原則として理事（理事長）が招集します（法第４５条の１４第１項）。
 (
＜指導監査ガイドライン指摘基準＞　（抜粋）　
・招集権を有さない者が理事会を招集している場合
)

（３）招集手続　
「理事会を招集する場合は、１週間前までに、各理事及び各監事に対して、通知を発出しなければなりません。ただし、評議員会の招集の通知の場合と異なり、書面での通知や記載しなければならない必要事項の定めはありません。」
・理事会を招集する者（理事長）は、理事会の日の１週間前（これを下回る期間を定款で定めた場合にあってはその期間）までに、各理事及び各監事に対して招集の通知を発出しなければなりません。
・評議員会の招集の通知の場合は、開催日時及び場所並びに議題・議案の必要事項を記載した招集通知を、書面又は電磁的方法（電子メール等）により発出しなければなりませんが、一方、理事会の招集の通知の場合は、評議員会と異なり、法令上は「書面」での通知は求められていません。
・口頭での招集でもよく、また招集にあたって記載しなければならない必要事項（議題や議案等）の定めはありませんが、実務上は、招集に際して議題や議案を通知することが一般的と考えられます。
・ただし、期日までに招集通知が発せられているかが、後日確認できるようにしておく必要がありますので、書面又は電磁的記録による通知の発出が望ましいと考えられます。

（イ）「通知は１週間前までに発出しなければなりません。」
・「１週間前まで」とは、理事会の日と通知を発する日の間に中７日（発送日を除いて１週間（7日）の日数が必要で、１週間前までに行うのは発送（招集通知書の発信日付）であり、到着までは不要です。また１週間の期間は定款で短縮が可能です。
・例えば、理事会を6月１２日（水）に開催するのであれば、6月４日（火）までに招集通知を発出しなければなりません。つまり、理事会の開催日の8日前が招集通知の発出期限ということになります。

（ロ）電磁的方法（電子メール等）による通知　
「電磁的方法により通知を発出することも可能です。この場合、事前に理事及び監事の承諾を得る必要はありません。（評議員会の招集通知の発出の場合と異なります。）」

（ハ）　招集手続の省略
「省略には理事及び監事全員の同意が必要です。」

・理事及び監事全員の同意があるときは、招集の手続きを経ることなく理事会を開催できます。
・理事会の招集通知を省略することについての、理事及び監事の同意の取得・保存方法については、法令上の制限はありませんが、法人において理事及び監事の全員が同意書を提出することとする、又は理事会の議事録に当該同意があった旨を記載する等、書面若しくは電磁的記録による何らかの形で保存できるようにしておくことが望ましいとされています。
 (
＜
指導監査ガイドライン
指摘基準＞　（抜粋）　
・理事及び監事の全員に期限までに理事会の招集通知が発出されていない場合
・招集通知が省略された場合に、理事及び監事の全員の同意が確認できない場合
)











（留２５）「理事会の開催」について

（１）理事会の開催日、開催回数　
「理事会の開催日や開催回数には特に定めはありませんが、理事長及び業務執行理事の職務の執行状況の報告のための理事会は、必ず実際に開催しなければなりません。」
・理事会の開催日や開催回数は特に法令上の規定はありませんが、事業計画及び予算審議のための理事会（３月）、事業報告及び決算の承認並びに定時評議員会の招集のための理事会（５月又は６月）、理事長及び業務執行理事の職務の執行状況の報告のための理事会は毎年必ず開催しなければなりません。その他、必要に応じて何回でも理事会を開催することができます。
　　
（２）事情により、開催日時どおり議事が開始されなかった場合の対応
・例えば、交通機関の遅延などで、出席予定者が遅れるようなやむを得ない事由があり、定足数を満たさないときは、理事会を招集した理事長は、その権限において、常識的な程度で、開会時間の繰り下げができると解されます。
・この場合、議事録には、具体的な開始時間が記載されることになりますが、併せてその理由も記載することが望ましいと考えます。
・議事録には、「１０.　理事会の議事の経過の要領およびその結果」の　「定刻」のところを、「交通機関の遅延のため、午前○時○分、」と記載します。



（留２６）「理事総数と途中出席者または退席者」について

（１）　理事総数の記載
・理事総数は、定足数を満たしているどうかを明らかにするために、定款で定められた理事定数ではなく、理事の現員数の総数を記載します。
（２）当該場所に存しない理事等
　　　当該場所に存しない理事、監事又は会計監査人であっても、テレビ会議、電話会議等によって理事会に参加することは可能です。これについては、各出席者の音声が即時に他の出席者に伝わり、即時・双方向の意思伝達が可能であれば、ZOOM等の手段も可と解されます。
　　　このように、理事会が開催された場所に存しない理事、監事又は会計監査人が理事会に出席した場合には、当該出席方法を議事録に記載する必要があります（規則第２条の１７第３項１号）
　　　
　　　例えば、理事の出席者５名の内、遠隔地の施設長である理事１名がテレビ会議によって出席した場合、次の様な文例となります。
　　　
　　　４　出席者　　　　（理事総数　 ６名）　
理事　５名　　A　B　C　D　E
（理事Ｅは、当法人〇〇園会議室よりテレビ会議によって出席）
監事　１名　　Ｆ　
（以下略）

また、議事録において「理事会の議事の経過の要領及びその結果」の議案審議開始前の部分で「テレビ会議システムを用いて、理事会を開催する旨」を記載するとともに、議案審議終了段階の議事録において「テレビ会議システムが、終始異常なく機能した旨」の記載を行うことも考えられます。

（３）途中出席者または退席者がいる場合の定足数
・定足数は、開会時に充足されているだけでは足りず、討議・議決の全過程を通じて維持されなければなりません（最高裁昭和４１年８月２６日判決）。特に途中退席者がいる場合は、それ以降の討議・議決に対する定足数の確認に留意が必要です。
・そのため、議事の途中からの出席又は退席者がいる場合には、どの議案の審議から、あるいはどの議案の審議までその理事が参加していたのかを明らかになるように、議事録に記載しなければなりません。
・この場合議事録には、「４出席者」のところに、途中から出席した理事がいる場合は、「理事○○は、交通機関の遅延により議案第２号から出席」、途中で退席した理事がいる場合は、「理事△△は、体調不良により議案第３号まで参加し退席」と記載します。
・併せて第３号議案と第４号議案の間に、「議長は、理事△△が体調不良のために途中退席する旨、これに伴い理事総数６名のところ出席理事は４名となるが定足数を満たしている旨を確認し、議事を進行した。」と記載します。


（留２７）「職員等出席者」について

（１）法が定める出席者以外の者の出席
「業務の説明のために出席する法人職員等と、出席について事前に理事会で決議された者は出席できると考えられます。」
・法が定める出席者以外の者は、原則、出席できません。
・ただし、例外として①業務の説明のために出席する法人職員　担当者、事務局（理事から異議がある場合は除く）②①以外の者（顧問弁護士、理事等が連れてきた者などの法人職員以外の第三者）であっても、出席について事前の理事会承認がある者は出席できると考えられます。


（留２８）「欠席者」について②（理事会）

★「欠席者」に関する記載（人数、氏名等）は必須ではありません。
（１）欠席者の記載
・欠席者の記載については、法では定めはありませんが、その欠席者を明確にする意味で本文例では記載しています。
・理事及び監事の理事会への出席については、指導監査ガイドラインにおいて「欠席が継続しており、名目的、慣例的に選任されていると考えられる役員がいる場合」は文書指摘を行うことになっていますが、「自然災害」「本人の病気・けが」「その他、法人の責めに帰さないやむを得ない理由があると、所轄庁が認めた場合」には、欠席回数のみをもって文書指摘が行われないこともあり得るとされています（指導監査Ｑ＆Ａ「問18」）。そのため、欠席者名の記載とともに、その欠席理由を記載することも考えられます。この場合には、議事録には、「○○理事は急病のため欠席した。」等と記載します。

（２）監事の欠席　　
「監事には理事会に出席する義務があります。監事の全員が欠席する理事会は、文書指摘となりますので回避することが望ましいと考えられます。」
（イ）監事の理事会への出席義務
・監事が欠席しても、理事会の成立要件を満たしていれば、当該理事会は有効なものとなります。
・ただし、指導監査ガイドライン「Ⅰ法人運営　５監事（３）職務・義務１法令に定めるところにより業務を行っているか」の＜指摘基準＞の文書指摘事項として「監事の全員が欠席した理事会がある場合」が示されています。そのため、実務上は監事の全員が欠席する理事会の開催は回避することが望ましいと考えられます。

（３）理事会の開催日の日程調整
・指導監査ガイドラインで、役員（理事及び監事）に関して名目的、慣例的に選任されているかの判断基準として「原則として、当該年度及びその前年度において理事会を２回以上続けて欠席している者であることによることとする。」とあります。
・そのため、特定の理事・監事が２回以上連続して欠席することにならないように、理事会の開催日の日程調整を行う必要があります。

・特に、前回の理事会を欠席した役員がいる場合には、その役員が必ず出席できる日程で調整することが必要です。
・２回以上続けて欠席しても指摘事項としない例外事由は、法人側に責任のないやむを得ない理由がある場合で、①自然災害②本人の病気・けが③その他法人の責めに帰さないやむを得ない理由があると所轄庁が認めた場合です。（指導監査Ｑ＆Ａ「問18」）
・そのため、欠席理由を何らかの形で記録に残しておくこと（例外事由に該当するかどうかを含めて）が必要です。
・また、監事が理事会に出席して必要に応じて意見を述べることは、理事や理事会の職務の執行に対する牽制を及ぼす観点から重要であることから、法律上の義務とされたものであり、監事が全員欠席した場合は指摘事項となりますので、監事が出席できる日程で、調整することも必要です。

 (
＜指導監査ガイドライン指摘基準＞（抜粋）
・欠席が継続しており、名目的、慣例的に選任されていると考えられる役員がいる場合
＜指導監査ガイドライン指摘基準＞　（抜粋）
・理事会への欠席が継続しており、名目的、慣例的に選任されていると考えられる監事がいる場合
＜指摘事項＞
次の場合は文書指摘によることとする（所轄庁がやむを得ない事情があると認める場合を除く。）
・理事会に２回以上続けて欠席した監事がいる場合
・監事の全員が欠席した理事会がある場合
)

（留２９）「議長」について②（理事会）

「議長の氏名を議事録に記載します。」
[bookmark: _Hlk535665830]（１）議長の選任方法
議長の選任方法は定款又は定款細則等で定めておくことが望ましいとされています。」
・「理事会の議長が存するときは、議長の氏名」を議事録に記載することとされています（規則第２条の１７第３項８号）。
・議長の選任方法は、法令の定めはありませんが、選考方法について、①「理事会の議長は理事長とする。」や②「理事会の議長は理事の互選で選任する。」などと、定款に定めておくか、若しくは、定款細則等に委任しておくことが望ましいとされています。
・本文例では、②定款若しくは定款細則等において、「理事会の議長は理事の互選で選任する。」と定められている場合を記載しています。
・また、①定款若しくは定款細則等において、「理事会の議長は理事長とする。」と定められている場合は、議事録の、「10　理事会の議事の経過の要領及びその結果」の「出席理事の互選により議長の選出を行い、○○理事長が議長に選出された。」の箇所は、「定款（又は規則等）○条の定めに基づき、○○理事長が、議長に就任した。」と記載します。
・あらかじめ定款若しくは定款細則等で定められた次順位者が議長に就任する場合は、議事録には、「定款（又は規則等）で議長と定められた理事長○○が病気のため欠席しているため、定款（又は規則等）で定められた順序に従い、（又は、理事の互選により）常務理事△△が議長に就任した。」と記載します。
・本議事録例では、代表理事は「理事長」、業務執行理事は「常務理事」と表記してあります。　

[bookmark: _Hlk535665881]（２）特別の利害関係を有する理事の議長選任の可否　　
「特別利害関係人は議長にはなれません。」　
・特別の利害関係を有する理事（理事長）は議長にはなれないと解されます。
・当該議案について、議長が特別利害関係人に該当する場合は、議長が途中で交代し、その旨を議事録に記載することになります。
議事録には、「第○号議案については、議長である○○が特別利害関係人であるため、出席理事の互選により（又は、定款で定めた次順位者の）△△が議長となり、議事を進行した。」と記載します。

（留３０）「議事録の作成及び議事録作成者」について②（理事会）

★本事例（実際に開催された理事会）の様な理事会の議事録については、「議事録の作成に係る職務を行った理事の氏名」の記載は必須ではありません。
（１）議事録の作成
「議事録には必要事項が記載され、主たる事務所に１０年間備え置かなければなりません。」

・理事長の挨拶の議事録への記載は、必須ではありませんが、一般的と思われますので、本文例では記載しました。
 (
＜
指導監査ガイドライン
指摘基準＞
・議事録に必要事項が記載されていない場合
・議事録に議事録署名人の署名等がない場合
・必要な議事録が主たる事務所に備え置かれていない場合
・必要な理事全員の意思表示の書面又は電磁的記録が備え置かれていない場合
)

（２）議事録作成者
「理事長が議長兼議事録作成者となるのが一般的です。」
[bookmark: _Hlk536643190]・評議員会議事録では、規則第２条の１５第３項第７号において、「議事録の作成に係る職務を行った者の氏名」が議事録の記載事項として定められています。
・一方、理事会議事録では、規則第２条の１７第３項において、「議事録の作成に係る職務を行った理事の氏名」が議事録の記載事項として定められていません。
・ただし、規則第２条の１７第４項において、「理事会の決議があったものとみなされた場合」「理事会への報告を要しないものとされた場合」の理事会議事録には、「議事録の作成に係る職務を行った理事の氏名」が議事録の記載事項として定められています。
[bookmark: _Hlk536641935][bookmark: _Hlk536639610][bookmark: _Hlk536639694]・社会福祉法も理事会の議事録の作成義務者を定めていませんが、理事会が開催され、理事長が出席する場合は、通常は、理事長が議長兼議事録の作成に係る職務を行った理事となるのが一般的であり、また、理事長は、法第１３３条において議事録の不実記載や備え置きに責任を有する者として規定されていますので、本議事録例では、議事録の作成に係る職務を行った理事（議事録作成人）を理事長として作成しています。　
・また、法には記載事項として定められていませんが、議事録の作成者を明確にするために、「７議事録の作成に係る職務を行った理事　理事長　○○○○」と記載しています。

[bookmark: _Hlk1628127]（留３１）「特別の利害関係」について②（理事会）

（１）「特別の利害関係」の意義とその確認方法　　
「法人として決議を行う前に、特別の利害関係を有する理事の存否の確認が必要です。」　

[bookmark: _Hlk536867425]（イ）理事と法人との特別の利害関係とは
[bookmark: _Hlk1628836]・「特別の利害関係」とは、理事がその決議について、法人に対する忠実義務（法第４５条の１６第１項）を履行することが困難と認められる利害関係を意味するものであり、「特別の利害関係」がある場合としては、
①理事の競業取引や利益相反取引の承認（法第４５条の１６第４項により準用される一般法第８４条第１項）
②理事の損害賠償責任の一部免除の決議（同法第４５条の２０第４項により準用される一般法第１１４条第１項（法人の定款に規定がある場合に限る。））
等の場合があります。
[bookmark: _Hlk536867421]

[bookmark: _Hlk1628433]（ロ）競業取引、自己取引又は利益相反取引
・理事は、競業取引、自己取引又は利益相反取引を行う場合には、理事会において取引をする前に、当該取引につき重要な事実を開示し、その承認を受けなければなりません（法第４５条の１６第４項により準用される一般法人法第８４条）。
・「競業取引」とは、理事が自己又は第三者のために社会福祉法人の事業の部類に属する取引をしようとするとき。（一般法人法第８４条第１項第１号）
・「自己取引」とは、理事が自己又は第三者のために社会福祉法人と取引をしようとするとき。（同第１項第２号）
・「利益相反取引」とは、社会福祉法人が理事の債務を保証することその他理事以外の者との間において社会福祉法人と当該理事との利益が相反する取引をしようとするとき。（同第１項第3項）
・「重要な事実」とは、①取引をする理由②取引の内容③取引の相手方・金額・時期・場所④取引が正当であることを示す参考資料⑤その他必要事項です（東社協モデル定款細則２０条２項）。
・また、取引後は、遅滞なく、重要な事実を理事会に報告しなければなりません。（同法第４５条の１６第４項により準用される一般法人法第９２条第２項）。

（ハ）自己契約及び双方代理について
・理事が自己又は第三者のために、社会福祉法人と取引をしようとするときは、自己契約及び双方代理が認められるようになりました。

（ニ）「特別の利害関係の確認」
・特別の利害関係を有する理事の存否については、その決議を行う前に、法人が各理事に確認しておく必要があります。
・指導監査ガイドラインに、「当該理事会の議案について特別の利害関係を有する場合には、法人に申し出ることを定めた通知を発出した場合や、理事の職務の執行に関する法人の規程に、理事が理事会の決議事項と特別の利害関係を有する場合に届け出なければならないことを定めている場合には、個別の議案の議決の際に法人で改めてその確認を行う必要はなく、決議に利害関係を有する理事がいない場合には、議事録への記載も不要であることに留意が必要である。」とされています。
・ただし、上記のいわゆる「通知方式」や「規程方式」を採用する法人であっても、議事録にこの「決議に特別の利害関係を有する理事」の項目を設ける事は問題がありませんし、むしろその方がわかりやすいと思われるため、本文例では議事録に必ずこの記載を入れることとしています。

（ホ）「招集通知と併せて特別の利害関係を有する場合には法人に申し出ることを定めた通知」
理事会の招集通知に、次のとおり記載します。
「ご出欠につきまして、別紙「出欠確認回答書」により、令和〇年〇月〇日までにご回答をお願いします。また、社会福祉法第45条の１４第５項の規定により、決議事項に特別の利害関係を有する理事は議決に加わることができないこととなっていることから、これを確認するため、今回審議する議案につきまして、「特別の利害関係の有無」欄に該当の有無を御記入くださいますようお願いします。」
 (
＜
指導監査ガイドライン
指摘基準＞　（抜粋）
・議案について特別な利害関係を有する理事がいないことを法人が確認していない場合
・議案について特別な利害関係を有する理事が議決に加わっている場合
)

（２）議決への影響　　
「特別の利害関係を有する理事は、議決には加わることができず、定足数にも算入されません」
・特別の利害関係を有する理事は、議決に加わることができず（法第４５条の１４第５項）、審議にも参加できないと解されます。
・また、定足数の算定の基礎にも算入されません（法第４５条の１４第４項）ので、特別の利害関係を有する理事がいる場合、定足数の確認に注意が必要です。
・理事総数６名、特別の利害関係を有する理事１名の場合、定足数は、議決に加わることができる理事数５名（６名-１名）の過半数の３名となり、特別の利害関係を有する理事を除く３名の理事の出席が必要です。
・特別の利害関係を有する理事がいる場合には、当該理事が審議及び議決に加わっていない旨を議事録において明確にすることが必要です。
・議事録には、まず
「８.　決議に特別の利害関係を有する理事　　第○号議案について○○理事が該当、他は該当者なし」と記載し、さらに当該議案の審議状況について
「○○理事は、本件議案につき特別の利害関係を有するため、審議及び議決に参加しなかった。」
[bookmark: _Hlk334065]「議事の結果として、特別の利害関係を有する○○理事を除くその他の理事は全員賛成したので、賛成多数により本件は原案のとおり議決されたものと認めます。」
と記載します。

（留３２）「議題と議案」について②（理事会）

「理事は、議題の発議ができると考えられます。」
・法やＱ＆Ａに記載はありませんが、招集通知に記載のない議題を、動議として提出して審議することができると考えられます。（評議員会との違いです。）
・議題を追加する場合は、当該議題を審議する前に、議題を追加する発議についての承認を得て、議事録に、「○○理事長から、○○の承認の件について議題を追加する発議があり、諮ったところ全員一致で承認した。」と記載するのがよいと思われます。

（留３３）「決算の承認」について②（理事会）

「計算書類等は、監事の監査を受け、理事会の承認を受けなければなりません。」

・社会福祉法人は、毎会計年度終了後３月以内に、厚生労働省令で定めるところにより、各会計年度に係る計算書類（貸借対照表及び収支計算書をいう。）及び事業報告並びにこれらの附属明細書及び財産目録を作成しなければなりません。（法第45条の27第2項、法第45条の34第1項第1号）
・計算書類及び事業報告並びにこれらの附属明細書及び財産目録は、厚生労働省令で定めるところにより、監事の監査を受け、監査を受けた計算書類及び事業報告並びにこれらの附属明細書及び財産目録は、理事会の承認を受けなければなりません（法第４５条の２８第３項）（規則第2条の40第2項）。
・このうち計算書類及び財産目録については定時評議員会の承認を受けなければなりません（法第４５条の３０、規則第２条の４０第1項）。
・定時評議員会の招集通知に際しては、理事は、評議員に対して、理事会の承認を受けた計算書類（貸借対照表及び収支計算書）、事業報告及び財産目録並びに監査報告を提供しなければなりません（法第４５条の２９、規則２条の４０第２項）。
・また、計算書類等（計算書類及び事業報告並びにこれらの附属明細書並びに監査報告（会計監査人設置法人は会計監査報告を含む）を、定時評議員会の日の２週間前から主たる事務所に備え置かなければなりません（法第４５条の３２）。よって、理事会における計算書類の承認は、定時評議員会の２週間前までに行う必要があります。

 (
＜
指導監査ガイドライン
指摘基準＞
・計算関係書類等に関して、必要な機関の承認を受けていない場合及び必要な報告が行われていない場合は、文書指摘によることとする。
)

（留３４）「監事の監査報告」について②（理事会）

「監事は、理事の職務の執行を監査し、監査報告を作成しなければなりません。」

（１）監査報告の作成
[bookmark: _Hlk536724834]・監事は、理事の職務の執行を監査し、監査報告を作成しなければなりません（法第４５条の１８）。　

（２）監事が監査する計算関係書類の範囲について
・会計監査人設置社会福祉法人において、規則第２条の３１第２号によって会計監査人の監査の方法又は結果を相当とするとき、監事は監査報告の内容に計算関係書類に対する意見を含める必要がありません。
・但し、会計監査人の会計監査の対象となる計算関係書類は法人単位の計算関係書類に限られている（規則第２条の３０第1項第２号）のに対し、監事の監査対象となる計算関係書類は、法人単位の計算関係書類に限定されず、全ての計算関係書類が対象となることに留意が必要です。
 (
＜
指導監査ガイドライン
指摘基準＞
（抜粋）
・監査報告に必要な記載事項が記載されていない場合
)

（留３５）「議長の議決権」について②（理事会）

「議長は、可否同数の場合に限り議決権を行使できます。」
[bookmark: _Hlk534656341]・議長は議決権を行使することができず、議決の結果、可否が同数だった場合に限り議決権を行使できます。
・可否同数で、議長が議決権を行使した場合には、議事録には、
（理事総数６名、出席理事数５名、特別利害関係理事なしの場合）
[bookmark: _Hlk534996889]「賛成は、○○理事、○○理事の２名、反対は○○理事、○○理事の２名。よって、可否同数であることから、議長の賛成の議決により、原案どおり可決と決する。」と記載します。

（留３６）「理事会の決議事項及び決議に必要な定足数、賛成数」について

「理事会で決議を要する事項と定足数、賛成数に注意が必要です。」
[bookmark: _Hlk534656398]
（１）理事会の決議事項
理事会の決議は、法令及び定款に定める事項に限り行うことができます。
理事会の決議が必要な事項の例は、以下のとおりです。
・評議員会の日時及び場所並びに議題・議案の決定
・理事長及び業務執行理事の選定及び解職
・重要な役割を担う職員の選任及び解任
・従たる事務所その他の重要な組織の設置、変更及び廃止
・内部管理体制の整備（特定社会福祉法人のみ）
・競業及び利益相反取引の承認
・計算書類及び事業報告等の承認
・役員、会計監査人の責任の一部免除（定款に定めがある場合に限る。）
・その他重要な業務執行の決定（理事長等に委任されていない業務執行の決定）

（２）理事長等に委任することができない事項
・法人運営に関する重要な事項及び理事（特に理事長や業務執行理事）の職務の執行の監督に必要な事項（注）等については、理事会で決定されなければならず、理事長等にその権限を委任することはできません（法第４５条の１３第４項）。
・また、理事長等に権限を委任する際は、その責任の所在を明らかにするため、委任する権限の内容を規程等により明確にしなければなりません。
（注）理事に委任することができない事項（同法第４５条の１３第４項各号）
① 重要な財産の処分及び譲受け　
② 多額の借財
③ 重要な役割を担う職員の選任及び解任
④ 従たる事務所その他の重要な組織の設置、変更及び廃止
⑤ 内部管理体制の整備
⑥ 役員等の損害賠償責任の一部免除

（３）日常の業務として理事会が定めるもの
・定款において「日常の業務として理事会が定めるものについては、理事長が専決し、これを理事会に報告する」旨を定めることができます。
 (
＜
指導監査ガイドライン
指摘基準＞
・理事に委任ができない事項が理事に委任されている場合
・理事に委任されている範囲が、理事会の決定において明確に定められていない場合
＜
指導監査ガイドライン
指摘基準＞
・多額の借財（専決規程がない場合は全ての借財）について理事会の決議を受けた上で行われていない場合は文書指摘によることとする。
＜
指導監査ガイドライン
指摘基準＞
・「重要な役割を担う職員」として定められている職員の任免について、理事会の決議を経ずに行われている場合
・職員の任免が法人の規程等に定める手続により行われていない場合
)

（４）決議に必要な定足数、賛成数
・理事会の決議は、議決に加わることができる理事の過半数（これを上回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合以上）が出席し、その過半数（これを上回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合以上）をもって行ないます。
・本例の決議の場合
（理事総数６名、出席理事数５名、欠席理事１名、特別の利害関係を有する理事なしの場合）
・議決に加わることができる理事数６名→その過半数である4名以上の出席必要
　
・議決に加わることができる出席理事５名→その過半数である３名以上の賛成必要

・また、理事会のおける議決権の行使については、書面又は電磁的方法による議決権の行使や代理人又は持ち回りによる議決権の行使は認められません。これは、理事には、評議員と同様、法人との委任契約に基づき、善良な管理者の注意をもってその職務を遂行する義務が課せられており（法第３８条、民法第６４４条）、理事会は、このような理事が参集して相互に十分な討議を行うことによって意思決定を行う場であるからであるとされています。

（５）報告事項と定足数　
・決議事項ではありませんが、「議題（２）　報告事項　　理事長及び常務理事の職務執行状況の報告」の報告の際にも、定足数を満たしている必要があると解されます。　

（６）理事会の特別決議
・予算に係る理事会の決議や、臨機の措置については、法人運営上、評議員会の承認を得るものとすることや、理事総数（現在数）の３分の２以上の多数による同意（特別決議）とすることが望ましいとされています。
・次の事例に関する特別決議の場合
（理事総数６名、出席理事数５名、欠席理事数１名、特別の利害関係を有する理事なしの場合）
・議決に加わることができる理事数６名　→　その過半数である４名以上の出席必要

・議決に加わることができる理事数６名　→　その３分の２以上である４名以上の賛成必要

※上記「理事数」はいずれも「理事総数」となります。
 (
＜
指導監査ガイドライン
指摘基準＞　　
・成立した決議について、法令又は定款に定める定足数又は賛成数が不足していた場合
・議案について特別な利害関係を有する理事がいないことを法人が確認していない場合
・議案について特別な利害関係を有する理事が議決に加わっている場合
・理事会で評議員の選任又は解任が行われている場合
・欠席した理事が書面により議決権の行使をしたこととされている場合
・理事会の決議を要する事項について決議が行われていない場合
)


（留３７）「次期役員（理事及び監事）候補者の選定」について

[bookmark: _Hlk624377]（１）理事会並びに理事の権限及び義務
・理事会は、全ての理事で構成され（法第４５条の１３第１項）、①法人の業務執行の決定（同法第２項第１号）、②理事の職務の執行の監督（同項第２号）、③理事長の選定及び解職（同項第３号）を行うものであり、理事会を構成する理事は、その理事会における意思決定を通じて業務執行の決定又は監督を行うという意味で、法人の運営における重要な役割を担っています。

（２）理事の選任　
「理事の選任は各候補者ごとに、評議員会の決議により行います。」
・理事会は、理事候補者を評議員会に提案し、理事の選任は、各候補者ごとに、評議員会において、特別の利害関係を有する評議員を除く出席評議員の過半数の承認による決議により行われます。
・候補者が「社会福祉事業の経営に識見を有する者」（法第４４条第４項第１号）、「事業の区域における福祉に関する実情に通じている者」（同項第２号）又は「施設の管理者」（同項第３号）である旨を説明し、各候補者ごとに決議したことを議事録で確認できるようにしておく必要があります。
[bookmark: _Hlk608192]・理事会及び評議員会に提出される「理事候補者名簿」には、各候補者について以下の事項を記載します。
· 氏名
· 生年月日
· 住所
· 職業
· 理事要件の区分別該当状況（法第４４条第４項第１号・２号・３号のいずれに該当するかを記載）　
· 各理事と親族等特殊関係にある者の有無
· [bookmark: _Hlk1218131]欠格事由等については、「全候補者が欠格事由、暴力団員等反社会的勢力の者に該当しないこと及び各理事と特殊の関係にあるものが社会福祉法第４４条第６項に定める上限を超えて含まれていないことを確認済」と記載します。
[bookmark: _Hlk536773698]
[bookmark: _Hlk536773829]（３）理事の員数　　
「理事の員数は６人以上の数を定款に定め選任します。」
[bookmark: _Hlk374244][bookmark: _Hlk376390]・理事の員数は、６人以上の数を定款に定め、その定款に定められた員数を実際に選任しなければなりません。
・定款に定めた員数の３分の１を超える者が欠けたときは、「遅滞なく」補充しなければなりません。
・「遅滞なく」補充の手続が進められているかについては、法人において、理事候補者の選定、評議員会への理事の選任の議案提出、又は評議員会の開催等の理事選任に係る手続きに関して、「具体的な検討」や実施が必要であるものとされています。
・定款に定められた員数の３分の１を超えない欠員がある場合は、法令に直接的に明記されているものではありませんが、理事が、理事会の構成員として担う法人の業務執行の決定や、理事長等の職務の執行の監督等の役割を十分に発揮できないおそれがあり、法人運営上適当ではないことから、法人において、理事候補者の検討や補充のスケジュールの検討など欠員の「補充の検討」や手続が進められている必要があるものとされています。

 (
＜
指導監査ガイドライン
指摘基準＞
・定款で定めた員数が選任されていない場合
・定款で定めた員数の３分の１を超える欠員があるにもかかわらず、法人において補充のための手続が進められておらず、かつ、具体的な検討も行われていない場合
・欠員がある場合に、法人において補充のための手続が進められておらず、かつ、補充の検討が行われていない場合
)

（４）監事の選任　
「監事の選任は、候補者ごとに評議員会の決議により行なわれ、監事の選任に関する議案の評議員会への提出には、監事の過半数の同意が必要です。」
[bookmark: _Hlk373494][bookmark: _Hlk375359]・理事会は、監事候補者を評議員会に提案し、監事の選任は、各候補者ごとに、評議員会において、特別の利害関係を有する評議員を除く出席評議員の過半数の承認による決議により行われます。
・法人は、候補者が「社会福祉事業について識見を有する者」（法第４４条第５項第１号）又は「財務管理について識見を有する者」（同項第２号）である旨を説明し、各候補者ごとに決議したことを議事録で確認できるようにしておく必要があります。
・さらに、理事会が監事の選任に関する議案を評議員会に提出するためには、監事が理事の職務の執行（理事会の構成員として行う行為を含む）を監査する立場にあることに鑑み、その独立性を確保するため、監事の過半数（在任する監事の過半数をいう。）の同意を得なければなりません。
[bookmark: _Hlk611449]・「監事選任議案に関する監事の同意書」について
同意書には、
「私は、令和〇年〇月○日開催の第○回定時評議員会に提出予定の監事選任議案について、社会福祉法第４３条第３項において準用する一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第７２条第１項に基づき、○○○○氏及び○○○○氏を監事候補者とする議案を提出することに同意いたします。」
と記載します。
・なお、指導監査ガイドラインで、「監事の過半数の同意を得ていたことを証する書類は、各監事ごとに作成した同意書や監事の連名による同意書の他、監事の選任に関する議案を決定した理事会の議事録（当該議案に同意した監事の氏名の記載及び当該監事の署名又は記名押印があるものに限る。）でも差し支えない。」とされています。
[bookmark: _Hlk608982]
・理事会及び評議員会に提出される「監事候補者名簿」には、各候補者について以下の事項を記載します。
· 氏名
· 生年月日
· 住所
· 職業
· 監事要件の区分別該当状況（法第４４条第５項第１号・２号のいずれに該当するかを記載）　
· 欠格事由等については、「全候補者が欠格事由、暴力団員等反社会的勢力の者に該当しないこと、理事又は職員を兼ねていないこと及び各役員と社会福祉法第４４条第７項に定める特殊の関係にある者が含まれていないことを確認済」と記載します。

[bookmark: _Hlk536776351]（５）監事の員数　　
「監事の員数は２人以上の数を定款に定め選任します。」
[bookmark: _Hlk536774088]・監事の員数は、２人以上の数を定款に定め、その定款に定められた員数を実際に選任しなければなりません。また、欠員が生じた場合には、「遅滞なく」補充の手続を進めなければなりません。
 (
＜
指導監査ガイドライン
指摘基準＞　
・定款で定めた員数が選任されていない場合
・定款で定めた員数の３分の１を超える欠員があるにもかかわらず、法人において補充のための手続きが進められておらず、かつ、具体的な検討も行われていない場合
・欠員がある場合に、法人において補充のための手続が進められておらず、かつ、その補充のための検討も行われていない場合
)
[bookmark: _Hlk536774104]
[bookmark: _Hlk536774133]（６）役員等に欠員が生じた場合の措置について
・役員の任期満了又は辞任により退任した役員は、新たに選任された役員が就任するまで、なお役員としての権利義務を有します。
・なお、任期満了や辞任ではなく、死亡又は解任によって、法又は定款で定めた役員の員数を欠くにいたった場合には、上記のような規定はなく、欠員状態になってしまいますので、法人としては、新しい役員を選任する必要があります。
・辞任による退任に伴う補充の場合は、新任の評議員又は役員の任期は、原則として、社会福祉法又は定款で定める任期となりますので、任期の終期は、他の評議員又は役員の任期の終期と違いが生じることになります。
・新任の評議員又は役員の任期を、他の評議員又は役員と合わせるために、「前任者の任期の満了する時までとする」ためには、あらかじめ定款でその旨を定めておく必要があります。
・また、選任決議の際に、任期の終期について明確にして、その旨を議事録にも記載しておく必要があります。
この場合議事録には、
「退任した○○理事の補充として選任された△△理事の任期は、退任した○○理事の任期の満了する、令和○年度の定時評議員会の終結の時までとする。」と記載します。

（留３８）「定時評議員会の招集」について

[bookmark: _Hlk534656740]（１）定時評議員会招集議案の記載方式
・定時評議員会招集議案については、理事会議事録において、評議員会招集のために、法令で定める事項（日時、場所、議題、議案）等の決議結果を記載する必要がありますが、その議事録への記載方法として、次の方式が考えられます。
①理事会議事録自体に評議員会招集の内容（日時、場所、議題、議案）等を全て記載する。
②理事会議事録自体には、評議員会招集の内容（日時、場所、議題、議案）等を直接は記載せずに「定時評議員会招集通知（案）」を添付する事により、その内容の記載に代替する。

　　　議事録への記載方式としては、上記「①」、「②」のいずれの方式を選択することも可能です。

・議事録の記載を簡易にできるという点では、上記「②」の方式が優れている面はあります。
また、添付資料となる「定時評議員会招集通知（案）」は、いずれにしろ各評議員に通知する際に作成が必要となる書類ですので、追加の書類作成が必要になる訳でもありません。
この場合、議事録は
「事務局より、議案資料「第〇回評議員会招集通知（案）」に基づき、評議員会を開催したい旨の説明があった。」
と記載することになります。
・但し、上記「②」の方式を採用する場合には、「定時評議員会招集通知（案）」を議事録の議案資料として添付することに留意して下さい。
・本文例では、上記「①」方式を採用しています。

（２）定時評議員会の開催時期
「定時評議員会は、遅くとも6月中（又は定款に定めるときまで）に開催する必要があります。」
・定時評議員会は毎会計年度の終了後一定の時期に招集されなければならず（法第４５条の９第１項）、また、計算書類等については、毎年６月末までに定時評議員会の承認を受けた若しくは定時評議員会に報告した上で、所轄庁に届出をしなければなりません（法第４５条の３０、第４５条の３１、第５９条１項）。
・そのため、定時評議員会は遅くとも６月中には開催する必要があります。
・定時評議員会のほか、必要がある場合はいつでも評議員会を開催することができます。
 (
＜
指導監査ガイドライン
指摘基準＞
（抜粋）
・定時評議員会が計算書類等を所轄庁に届け出る毎年６月末日（定款に開催時期の定めがあるときはそのとき）までに招集されていない場合
)
[bookmark: _Hlk536799030]
（３）招集権者
「理事会の決議に基づき、原則理事長が招集しますが、評議員は、理事（理事長）に対して、評議員会の招集を請求することができます。」
・評議員会は、原則として理事（理事長）が招集します（法第４５条の９第３項）。評議員会を招集するには、原則として、理事会での招集決議が必要です。

（４）招集手続　　
「評議員会を招集する場合は、法令で定める事項（日時・場所・議題・議案）を理事会で決議し、１週間前までに、各評議員に対して、書面又は電磁的方法により通知を発出しなければなりません。」
[bookmark: _Hlk23404]・評議員会を招集するには、まず、①評議員会の日時及び場所、②議題、③議案といった招集事項を理事会の決議で定める必要があります（法第４５条の９第１０項において準用する一般法人法第１８１条）。
・次に、評議員会を招集する者（理事長）は、招集事項（①評議員会の日時及び場所、②議題、③議案）を記載した招集通知を、評議員会の日の１週間前（定款により短縮可能）までに、各評議員に対して、書面又は電磁的方法（電子メール等）により発出しなければなりません。

（イ）「目的である事項」とは議題のことです。」
・「目的である事項」とは、議題のことであり、決議事項と報告事項があります。上記➀・②・③のすべてを評議員会の招集通知に記載しなければなりません。

（ロ）「通知は１週間前までに発出しなければなりません。」
・「１週間前まで」とは、評議員会の日と通知を発する日の間に中７日（発送日を除いて１週間（７日）の日数が必要で、１週間前までに行うのは発送（招集通知書の発信日付）であり、到着までは不要です。また１週間の期間は定款で短縮が可能です。
・例えば、評議員会を6月２７日（木）に開催するのであれば、6月１９日（水）までに招集通知を発出しなければなりません。つまり、評議員会の開催日の8日前が招集通知の発出期限ということになります。
 (
＜
指導監査ガイドライン
指摘基準＞
（抜粋）
　　
・評議員会の日時及び場所等が理事会の決議により定められていない場合
・評議員会の１週間前（又は定款に定めた期間）までに評議員に通知がなされていない場合
・電磁的方法により通知した場合に、評議員の承諾を得ていない場合
・評議員会の招集通知に必要事項が記載されていない場合
)
 (
（経営組織Ｑ＆Ａ問２９－３
）
問　評議員会の招集を決定する理事会と、その後開催する評議員会の開催日は、何日の間隔を置くことになるのか。
答　定時評議員会においては、計算書類等の備置き
及
び閲覧に係る規定（改正法第４５条の３２第１項）との関連から、２週間の間隔を空ける必要があるが、それ以外の評議員会については１週間の間隔を置くことになる。
)
[bookmark: _Hlk536801224]
（ハ）電磁的方法（電子メール等）による通知
「電磁的方法により通知を発出することも可能ですが、この場合には、事前に当該相手方の評議員の承諾を得ておかなければなりません。（理事会の招集通知の発出の場合と異なりますので、留意が必要です。）」


[bookmark: _Hlk1627760][bookmark: _Hlk1627799]（留３９）「職務執行状況の報告」について

（１）報告の方法と回数
「３か月に１回以上、必ず実際に開催された理事会において報告を行わなければなりません」。
「但し、定款で毎会計年度に４か月を超える間隔で２回以上と定めることもできます」
・理事長及び業務執行理事は、理事会において３か月に１回以上職務の執行状況についての報告をしなければなりません。
・この報告については、報告の省略（法第４５条の１４第９項により準用される一般法第９８条第１項）の規定は適用されず（同条第２項）、必ず実際に開催された理事会（決議の省略によらない理事会）において報告を行わなければなりません。
[bookmark: _Hlk534544174]・なお、この報告の回数は定款の相対的記載事項であり、定款で、「毎会計年度に４か月を超える間隔で２回以上」とすることができます。このように定めた場合、同一の会計年度の中では理事会の間隔が４か月を超えている必要がありますが、会計年度をまたいだ場合、前回理事会から４か月を超える間隔が空いていなくても差し支えありません。
・例えば、定款の定めに基づき、理事会を毎会計年度６月と３月に開催している場合、３月の理事会と６月の理事会との間隔は４か月を超えるものではありませんが、会計年度をまたいでいるため、当該間隔が４か月を超えていなくても差し支えありません。

※冒頭の【理事会議事録参考例】の最後に「議案資料」として、「理事及び常務理事の職務執行状況の報告」資料があります。参考にしてください。

 (
＜
指導監査ガイドライン
指摘基準＞
・
理事長及び業務執行理事（選任されている場合）が、理事会において、３か月に１回以上（定款に定めがある場合には、毎会計年度に４か月を超える間隔で２回以上）職務執行に関する報告をしていない場合は、文書指摘によることとする。
)
[bookmark: _Hlk1627849]
[bookmark: _Hlk534381302]（留４０）「議事録の署名」「議事録署名人」について②（理事会）

・理事会議事録の署名又は記名押印は、出席理事及び監事すべてに求めています（法第４５条の１４第６項）。
・一方、「定款で議事録に署名し、又は記名押印しなければならない者を当該理事会に出席した理事長とする旨の定めがある場合にあっては、当該理事長」として、定款に定めれば、理事長及び監事だけの記名押印でも可能とする方法も示されています。
・本議事録例では、議事録作成後の出席したすべての理事及び監事による記名押印は法人負担が大きいものと考え、「定款で、記名押印すべき出席理事を、出席した理事長と定めることもできる」を適用した前提で作成しており、そのため、記名押印欄は、理事長、監事のみの記載となっています。
・尚、定款でこの方法を採用していない法人については、出席理事及び監事すべての記名、押印が必要であることに留意して下さい。
・また、前述のとおり定款で、記名押印すべき出席理事を、出席した理事長と定めることもできる（法第４５条の１４第６項）ものの、このような定款の定めを設けた場合であっても、理事長が出席しなかったときには、出席した理事と監事の全員が記名押印しなければならない。「（経営組織Ｑ＆Ａ問２５（答）（注１）」ことには留意して下さい。
 (
＜
指導監査ガイドライン
指摘基準＞　（抜粋）
・議事録に議事録署名人の署名等がない場合
)
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